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9. 脅迫，暴行，傷害，窃盗，建造物又は器
物の損壊その他刑罰法規に触れる行為を行
なうこと。
昭和44年9月29日
京都大学総長奥 田 東
月曜会メモ
第27回（9.16) 司会桂山幸典会員
各部局とも，恒例によって，夏季休暇明けの授
業再開状況などについて多くの報告がなされた。
本日は大学問題検討委員会の状況については，主
要な会員欠席のため答申時期についての簡単な報
告が繰り返されただけてあり，また評議会あり方
検討委員会についても，評議員欠席のため聴取で
きなかった。
そこで早速前回からひきつづいた議題にはい
り，月曜会独自の立場から評議会のあり方の検討
に及んだ。これについては先に (1）評議会の性格
' (2）総長と評議会との関係， （3）評議員選出方法，
(4）任務及び権限，（5）部局ならびに部局長会議との
関係等の論題が立てられていたが，本日は主とし
て い）以下の論題について議論が集中された。
まず現在各部局で行なわれている評議員選出方
法が逐次紹介されたが，議論はそこから発展し
て，かなり突込んだ討論がもたれた。主な問題点
をあげれば次の通りである。
(1) 各学部では今まで慣習的にそうであったよ
うに長老教授の選出という点に問題がある。
また京都大学の規程によれば，研究所では所
長が自動的に評議員となるが，この点も問題
である。それに現在では，評議員は各学部に
おいては，部長とともに執行部的なものを形
成しており，その結果評議会が各学部の利益
代表の集団と化しやすく，ひいてはその形骸
化をもたらすのではないか。なおこの点につ
いては評議員経験者からその実情についての
報告もあった。
(2) 評議会があくまでも全学的視野に立っても
のを考えるべきだとすれば，それにはそれに
最も好適な人が選ばれなければならなL、。部
長1i任者，あるいは次期市長候補者必らずし
も評議員の資格と相似うものでないとの品論
もあった。なお，これに関連して，レちおう
現在大学執行部の観あるものが部局長会議で
あるとすれば，それと評議会とは明確に区別
されるべきであり，部局長は評議会に出席す
べきではなかろう との意見も出された。つま
り，はっきり とした権限の分離が必要で‘あろ
うとし、う題旨が述べられた。
(3) 評議会の権限強化については，しかし，か
なり慎重論がつよかった。
(4) 評議会においては，慣習的に多数決制度を
とっていないといわれるが，これについては
はっきりと多数決原理に立てという意見と，
審議内容が多岐にわたり，かなり個性的な場
合，多数決は必らずしも段適でないという意
見に分ヵ、れたe
(5) 評議会が自ら評議会のあり方を検討すると
いうのも一理はあるが，むしろ評議会に対す
る検討は，学内における評議員以外のものが
やるべきではないか， という意見も 出され
た。なお，評議会が学内者だけに限られてい
るという点も問題にされたが，今直ちに学外
者の参加ということについては，慎重論が強
かった。
（桂山幸典会員，越智武臣会員〉
第28回（9.22) 司会 川村俊蔵会員
教育学部より機動隊導入前に授業再開に成功し
はかった事情について，理学部および経済学部よ
り大学院入試の進捗について，平井会員より大学
問題検討委員会第三部会における大学の管理運営
体制の討議が煮えつまりつつあり，同委員会連絡
会において機動隊導入に関する討論のあったこと
が，それぞれ報告された。
また農学部より，機動隊が教官を逮捕するまで
の実情，およびその後はじまった教官たちの釈放
を求める動きについて報告があった。これに対し
事前に事態を回避できなかったかとの質問があ
り，事態の進行が当’作者以外にわからなかったお
山が説明され，当事者にとっても偶発的でなかっ
たかとの志見も出た。 関連あるものとして，大学
当局の方針が明確な形で周知されず，実行におい
ても一郎混乱のあった点が指摘された。教官に対
する退去命令の当否，評議会でなく部局長会議に
凶られたことに闘しても，意見が交換された。
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つぎに，自主解決方針に変更があったとも受け
とれる今回の処置につき，討論が交わされ，この
ことに関し大学当局からは，月曜会に未だに事情
が説明されていないことに端を発し，従来も問題
にされた月曜会の性格の討論に移った。その結果
月曜会の今後の歩みについて， 10月6日に予定の
第30回月曜会以前に，以下の諸点を考慮の上回答
されるよう，総長に求めることになった。
(1) 月曜会は全学的規模での自主的な改革と紛
争解決への努力から生まれ，各部局からの選
出会員によって運用され，かつ総長と公式の
チャネルをもっ数少ない機関の一つである。
(2) 総長は多忙のため， 5月以降はこの会にほ
とんど出席できなくなっている。しかも大学
問題検討委員会の発足後において，なお当会
が存続する意義について，総長の判断は示さ
れていない。会員はこの点につき討論したが
まだ結論に達しない。
(3) 今回大学当局の外力導入による封鎖解除と
いう事態に際会して，これまで自主解決の方
針のもとに運営されてきた月曜会を継続すべ
きか否かという点で，このさい総長を含め
て，方針再確認の討議を行なうべきであると
いう意向が，会員の中にきわめて強い。
(4）会員の努力により，月曜会の内容はしだい
に充実しつつあり，情報交換にとどまらず，
テーマを追って討議が行なわれ，広報による
討論内容の発表も，改革の当事者たちに利用
されている。とくに大学問題検討委員会が，
かなり制限された条件下に活動しているのに
対し，時間の制約がなく，構成層に助手を含
み，運営法もはるかに自由で，責任にしばら
れぬ本会の存在は，（1）に述べた性格と相ま っ
て非常に貴重である。大学問題検討委員会が
今後提出するであろう中間報告や答申を，自
由に検討する有力な場となることも予想され
る。以上の諸点からは，月曜会が存続し活用
されることを望む声がきわめて強い。
（川村俊蔵会員，森口兼二会員〉
第29回（9.29) 司会森口兼二会員
1. 報告：教養部より授業再開の説明会に関す
る事情について，文学部より封鎖解除後の建物内
部の取り片付けと学部改革草案の公表について，
また，理学部より大部分の学科の大学院入試が延
期された事情について報告された。
さらに農学部からは， 10人の教官逮捕をめぐる
学内外の反響と，学部内における総長・学部長に
対する抗議行動について報告され，工学部・医学
部 ・教育学部・数理解析研究所からも，それぞれ
近況報告があった。
2. 討議：前回おこなわれた「月曜会の性格の
再検討」については，総長からの回答がまだ得ら
れないため今回は審議せず，前々回に引き続いて
は平議会の性格」を討議することになった。討議
の主だった内容は，次のように要約し得る。
(1) 評議会の性格は，総合大学の自治に関する
根本問題のひとつとして，きわめて重要で‘あ
るから，単に「評議会あり方検討委員会」か
らの要望にこたえてフィード・パックするだ
けでなく，討議のまとめを広報に発表する。
(2) 評議会を検討するための基本前提は，自治
に関する考え方と実情である。総合大学自治
の実質は，しばしば単に末端の自治としてだ
け存在する傾向があり，大学全体としての自
治に任ずべき評議会のような審議機関は，無
関心者の集合体に堕しがちである。すなわち
大学の自治の実質は学部に，学部自治は学科
に，学科の自治は講座に移行して担われ，他
方，今回の機動隊導入のように，全体として
重要な決断をせまられる場合は，ただ総長ひ
とりの判断にまかされる。
(3) 総合大学の存在価値を認めるかぎりは，大
学全体の重要問題に関する審議機関の役割は
重大で，この意味での評議会に対する期待も
大きいが，その現状は全く形骸化している。
現に，今回の機動隊導入についても評議会に
ははかられていないし，評議会の構成員に
も，このような重要事項の審議を回避する姿
勢が見られた。
(4) 大学のマンモス化と学問研究の専門別細分
化が進行している現状で，総合大学という存
在形態が適切かどうかにも疑問があり，その
統合的管理機関として，各専門学者の寄合い
世帯にすぎぬ評議会が適切・有効な機能を果
し得るものとは，考えられない。
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(5) 即ち，総合大学の積極的な存在価値も認め
られるが，その場合も，全体の管理をなし得
る視野をもった専門の大学行政官の養成と配
置が必要なのではないか。
(6) 評議会と部局長会議の関係はあいまいであ
るが，前者を審議機関，後者を執行機関とし
て機能分化をはっきりすべきではないか。
(7) 現行評議会の構成は，部局長を自動的にふ
くむとともに，部長経験者や部長候補者が，
その大部分を占めている。評議会が全学：の審
議機関としての突をあげるためには，部局長
やそれに準ずるような部局利益代表者的執行
機関の立場の人々に，選出を｜浪るべきではな
い。さらに，構成員の老令化が，評議会形骸
化の有）Jな一因である。
(8) 実質的／ょ諸問題の審議は，アド ・ホックな
委員会を充当するのが最も適切であり，評議
会は，このような委員会を活用し得る組織に
改められるべきである。
なお，評議会の性格に関する審議は，一応の結
論を何るまで継続する予定である。
（森口兼て会員・辿？？止に臣会員〉
「文学部改革草案」成る
文学部第二委員会（改本案検討委員会〉は，か
ねてより文学部がかかえている重要な諸問題につ
いて，種々検討を重ねてきたが，それを一つの改
革草案としてまとめ，発去した。この草案は，あ
くまで今後の改革のための討ぷの材料となる性質
のもので，具体的を決定案ではなし、。
この改革革案は文学部回有の学問研究の立場か
ら考察，検討されたものである。文学部の改革草
案は，~＇qこ文学部の制度だけを再検討するだけで
は不十分であるのみならず，京都大学全体，ひい
ては大学制度，教育制度全般とも関連した点を考
応しなければならない。しかしまた，現行の制度
を無視して，現実から遊離した改革草案を空位！的
に描くということであってはならない。
その内容は次の3:[i'I：からなっている。
部l章 「大学における文学部の役割と改革の
基本的理念」では，文中川lの学r:~J研究が社会的 ・
経済的生産や技術の発j政にはilほ的に参加し寄与
する 「実学」的性絡のものではなく，むしろ，
「虚学」というべきものであることを論じてい
る。すなわち人間の営みが社会の中でいかにある
べきかを考察することによって，社会や文化に対
する批判者としてのあり方について考えるのが，
文学部の学問研究の本来の姿である。
第2章 「文学部における教育 ・研究体制」に
おいては，講座制の功罪について論じ，改革の方
向としては，講座制の弊害を克服し， その長所を
発展させるため，互いに関係のある数個の講座か
らなる「系列」とし、う単位を設けることを考えて
いる。系列は若干の教官からなり，一つの系列に
対応して一つの教室がおかれる。教室はその系列
を構成する教官と，専攻の大学院学生及び学部学
生からなる。この「系列」と「教室」とによっ
て，講座制の隔壁を取りのぞき，個別専門研究を
基礎としつつ，共同研究への態勢を保持しうるよ
うにする。教育体制については，主専攻と副専攻
の二系列を選んで，研究の幅を自由にしようとす
る案も述べられている。
大学院制度については，三つの案を提案する。
A案では修士 ・博士の区別を廃止して，厳格な習
練が要求されている。 B案は教育機関としての大
学院と研究機関としての研究院とを別個に組織す
る考え方である。 C案は自主的な研究を主とした
博士学位取得を目的とする場として考えている。
第3主 「文学部の管理運営」については，教
授会の機能を分化するためにいくつかの専門委員
会をつくることや，その他学生参加，学部長の選
出方式などについても，ふれている。
理学部教育の改革について
理学部にはもともと学部独特の自由な雰囲気が
あり，それが学部の教育と研究をささえる重要な
ものであった。戦後大学に新制度が導入されて以
来，年｜浪の短縮，学生数の急増等により，ともす
ればいままでの自由度が狭められる傾向が目立っ
てきた。また，学問の進展に伴ない，以前jにたて
られた’下科別や教育体系の中に無理や矛盾が認め
られるようになってきた。その一例は数年米問題
とされてきた学利分属制である。つまり，手守制”1
学科に一定数の学生を，ある時点で機械的に分同
させる方式は，特に上に述べた状況下で，理学部
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の伝統的な自由な学風に沿わぬ点が多いと認めね
ばならなし、。またこの分属は教養課程から，専門
課程に進学する時におこなわれて来たが，専門分
野に対する準備と専門化への心構えがで・きないま
ま急速な専門への分属が要求されていたことも，
教養部と学部との間にあった障壁と断絶のために
多くの問題を生じて来た。
理学部では，本年初めから，この問題がとり上
げられ，徹底的に検討されて来た。すなわち，8 
回にわたる「教育に関する討論集会」においては
色々な種穎の意見をもっ学生諸君と多くの教官の
意見が述べられ，更に教科委員会は幹事会もふく
めて 100回を上回る回数の会合と 3回の交代を余
儀なくされた程密度の高い作業をつづけて，改草
案（詳細は理学部弘報9参照〉を用意した。更に
その案について再度討論を行ない，予定通り 7月
末新しいカリキュラムをこの案にもとづいてまと
め「教科の手引き」として学生諸君に配布した。
いうまでもなく，これは今後長時間をかけて更
に改善を進める端緒と考えるべきものであって，
完成品として固定さるべきものではないが，今回
の改本にあたって特に留意したのは次の間点であ
る。
(1）理学部の教育体系は聞かれたものであっ
lて，専門分野による同定化，閉鎖性は避けね
ばならない。
(2) 教育の場においては，学生の主体性，J':主
性が尊重されるべきであり，そのために時間
的な自由をつくり出し，必須科目等による拘
束を行なわない。
以上の観点から．理学部における教育は，従来
のような学科の枠に捉われすぎた形式を廃し，学
部全体の視点に立って行なわれることになった。
また既に述べた教養部と学部との断絶をとりのぞ
くためには， 4年一貫方式とゆるやかな専門化方
式とが必要である。
以上が理学部で既に実行に移されつつある教育
の改革の要点であるが，特にここで述べておきた
いのは，このような改革が学生諸君の問題提起の
みによってなされたのではなく，理学部の教令達
の学科の壁を完全に越えた協力によるものであ
り，このような経験が今後の学部の進み方には重
要な意味をもつものと思われる。
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